
自営業者 自営業者

一般 新卒 一般 新卒

所得確認

源泉徴収票または住民税課税（決定）証明書 ○ ○

直近の給与明細書 ○ ○

住民税課税（決定）証明書または直近の確定申告書（写） ○ ○

本人・年齢確認

運転免許証 ○ ○ ○ ○ ○ ○

居住地・居住年数確認

勤務先・勤続年数・扶養確認

健康保険被保険者証 ○ ○ ○ ○ ○ ○

外部負債状況

登記事項証明書（土地・建物） ○ ○

その他

見積書

全額繰上償還申請書（残元金明細） 自動車ローン借換の場合徴求

自動車検査証

年金証書・年金改定通知書等

合格証書・在学証明書

保証人に対する保証意思確認記録および親権者の「同意書」

保証人に対する保証意思確認書

会社の決算書

※１　住民票に代わる疎明書類が必要。組合員台帳・共済台帳等（借入申込時の住所が台帳の住所と同一であることが確認できる場合に限る。

※２　既往借入の住宅ローンについて担保設定の有無が本人申告と個信内容で相違している場合の確認等。

※３　原則として販売会社名の記載と社印の押印ならびに、購入者の氏名が記入されているものとする。社印がない会社の場合は代表者氏名の記入と押印を必須とする。

　　   自動車ローンの見積書においては見積書に法定費用が明記されていること。車両金額と法定費用のまとめ金額記載のものは不可。

　　　 ディーラー作成の見積書（機械印字のもの）は社印押印不要。

　　　 有効期限については原則として見積書作成日から１ヶ月以内とする。別途記載がある場合には見積書のとおりとする。

　　　 オークションにて自動車を購入する場合は落札後の見積書（所要額が確定したもの）が必要。

ＪＡローン徴求書類一覧表(全ローン共通）

確認書類ならびに徴求書類

正組合員 准組合員

備　　　　　　　　　　　　　考農業所得者 給与所得者 給与所得者

２年目・転職

○ ○ 農業ローン・営農ローンの場合は省略可

○ 課税証明書は扶養家族記載のもの。

○ ※住宅ローンは３期分徴求。原則として確定申告書は税務署の受付印要。

住民票（抄本・謄本） ○ ○ ○ ○
正組家族・系統役職員（家族含）・組合で確認できる准組（※１）は省略可。

家族名義の借入の場合は家族全員記載のもの・本人名義のものは抄本を徴求。

○ ○ 国民健康保険の場合は勤続証明書を併せて徴求。短期国保の場合は貸付対象外。

納税証明書（税務署発行） ○ ○
個人事業主→税務署発行「その３の２」…個人所得税・消費税の未納の有無確認。

　法　  人　 →税務署発行「その３の３」…法人税・消費税の未納の有無確認。

准組給与所得者の場合でも必要に応じ徴求する場合がある。※２

※３

自動車購入の場合、原則徴求すること（実行後可）。車検・修理の場合は借入申込時徴求。

年金受給者の場合は徴求。

教育ローンの場合は徴求。

未成年者の場合、法定代理人から徴求。

連帯（物上）保証人から徴求。

家族経営法人または会社役員の場合徴求。なお住宅ローンは３期分徴求。


